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過去の環境報告書はこちらからご覧ください。

統合報告書はこちらからご覧ください。

岐阜大学
https://www1.gifu-u.ac.jp/~kankyo/houkokusyo.html

名古屋大学
https://web-honbu.jimu.nagoya-u.ac.jp/fmd/06other/guideline/e_rpt.html

https://www.thers.ac.jp/about/publications/tougou/index.html
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環境報告書の作成にあたって

● 対象範囲　国立大学法人東海国立大学機構
 岐阜大学　　柳戸・加納等国内全地区
 名古屋大学　東山・鶴舞・大幸・
 　　　　　　東郷等国内全地区

● 対象期間　２０２3年４月～２０２4年3月
 （但し、一部の内容については対象期間以外の
 取組も含みます）

● 発行期日　２０２4年９月３０日

　本報告書は、東海国立大学機構の環境に関する幅広
い取組を広く内外に公表することを目的としています。
　なお、「環境情報の提供の促進等による特定事業者の
環境に配慮した事業活動の促進に関する法律（環境配
慮促進法）」に準拠し、環境省の「環境報告ガイドライン
（2018年度版）」を参考に作成しています。
　また、持続可能な開発目標（SDGs）の「世界を変え
るための17の目標」で示されている下記のアイコンを関
連する記事に示しています。

（https://www.env.go.jp/earth/sdgs/index.html）

問合せ先

国立大学法人東海国立大学機構
施設統括部環境安全課
〒464-8601 愛知県名古屋市千種区不老町
E-mail：e-report@t.thers.ac.jp
TEL： 058-293-2118（岐阜大学）
 052-789-2116（名古屋大学）

国立大学法人東海国立大学機構

https://www.thers.ac.jp/about/
publications/environmental/index.html

名古屋大学と岐阜大学が法人統合して誕生した
国立大学法人東海国立大学機構は発足5年目を迎え
ました。東海国立大学機構では、地域の中核大学
を目指す岐阜大学と、世界と伍する研究大学を目指
す名古屋大学の強みを生かし、社会の公共財（コモ
ンズ）として地域と人類社会の課題解決に貢献する
新たな国立大学を確立することを目指しています。

気候変動や資源の枯渇といった環境に関する諸問
題は、人類社会が直面する最重要課題の一つであ
り、だれ一人取り残すことなく人々が活き活きと暮
らせる世界の実現のためには、持続的発展が可能
な社会の構築が不可欠です。東海国立大学機構を
構成する両大学は、世界有数の産業集積地である
東海地域で、産業界や自治体と連携しながら研究、
技術開発、それらの社会実装などに取組んでまいり
ました。2024年には、東海地域におけるオープン
イノベーションを生み出す拠点として「Tokai Open 
Innovation Complex　（TOIC）」が始動し、岐阜
サイト、名古屋サイトに拠点となる建物もオープンし
ました。各サイトでは産学間連携研究のためのラボ
スペースだけでなく、産学交流のためのコワーキン
グスペースの提供や、交流を促すイベントの開催な
ども企画されています。TOICではカーボンニュート
ラルを重要な研究課題の一つとしており、東海国立
大学機構の強みでもある産官学連携をより一層強化
するとともに、これらの一連の活動を世界に発信して
いきます。

カーボンニュートラルの達成に向けた取組として
は、カーボンニュートラル推進室を司令塔として、脱
炭素社会の実現に向けた地域連携や研究推進だけ

でなく、キャンパスのカーボンニュートラル達成につ
いても「2030 年に温室効果ガス 51 ％ (2013 年
比)以上削減し、2050年までのできるだけ早い時期
にカーボンニュートラル実現」という目標を設定して
います。カーボンニュートラル達成に向けたロードマッ
プを策定し、目標に向けた取組をスタートさせたとこ
ろです。

近年、大規模地震や気象災害による被害が相次
ぎ、災害に対する社会のレジリエンスの強化は重要
であり、学内構成員や地域住民の災害時の被害の
最小化はもちろん、地域社会の減災や早期復旧の
ための仕組みづくりなど、大学の果たすべき役割は
大きくなっています。東海国立大学機構では、減災・
防災に向けた研究や地域社会との連携を長年推進し
てきました。「東海国立大学機構環境報告書2024」
では、東海国立大学機構の防災・減災に向けた取組
を取り上げて紹介しています。また、カーボンニュー
トラル達成に向けた取組、環境に関する研究、教育、
社会貢献活動、学生の環境活動などをさまざまな切
り口で紹介しています。持続可能な社会の構築に向
けた東海国立大学機構の取組をぜひご一読いただ
き、今後とも一層のご理解とご支援をいただければ
幸甚です。

東海国立大学機構　機構長

松 尾  清 一

機構長あいさつ
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